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1．研究目的
　近年，障害者福祉施策においては雇用をより強
化する取り組みが進められてきた。障害者自立支
援法（2006）、障害者基本計画（2002）、重点施策5
力年計画（後期）（2007）、「成長力底上げ戦略」（2007）
のように、障害者の一般就労の促進は近年の重要
な政策課題の一つとされている。わが国の障害者
の一般就労は障害者雇用促進法に基づく雇用率制
度を中心として展開されるが、上述の政策動向を
反映して、近年では障害者雇用率は着実に上昇し
ている。
　これまで障害者の一般就労については主に職業
リハビリテーションの分野で研究が行われてきた
が、筆者は社会福祉の理念の一つである「自立」
に明確に位置づけた議論が必要と考える。こうし
た問題を考えるうえでの対象設定であるが、身体
障害、知的障害、精神障害、発達障害という障害
の種類によって一般就労する障害者の問題状況は
異なっているため、本研究では一般就労において
他の障害に比べより不利な立場にある知的障害者
に限定して議論することとしたい。また、社会福
祉学で一定の理解が得られている「自立」概念は
多義的であるのだが、この研究では2つの自立支援
機能、すなわち「経済的自立」と「地域生活」に
向けた自立支援に着目した。そして、一般就労す
る知的障害者を対象とした通過型の入所施設であ
る知的障害者通勤寮（以下、通勤寮）で行われて
きた支援を「経済的自立」の支援と「地域生活」
の支援という二つの自立支援機能の面から分析す
ることによって、通勤寮が行ってきた一般就労す
る知的障害者に対する自立支援の構造を明らかに
するとともに、その評価を行って課題を明確にす
るものである。折りしも、総合福祉部会による骨
格提言（平成23年8月）をもとに、今後新法の策定
のための議論が見込まれており、特に障害者の就
労支援については大幅な見直しの方向性が示され
ている。既に過去の制度となっている通勤寮制度
を機能面から浮き彫りにすることで、こうした議
論にも貢献しうるものと考える⊂
2概念枠組み
（1）自立概念の検討
　社会福祉学でこれまで議論されてきた自立概念
を確認するとともに、知的障害者の問題を考える
上で重要となってくるもう一つの自立概念につい
て検討した。古川の概念整理を用いると障害者の
自立観に関して以下に述べるような整理が可能と
なることから、障害分野での自立を考える際には
この枠組みが一定の有効性をもつと思われる．星
加良司は障害者の自立観を伝統的自立観と新しい
自立観とに分けていて、伝統的自立観については
「身辺自立と職業的自活を第一義的なものとする伝
統的自立観」（星加2001）と述べている。古川の整
理を用いると、障害者の伝統的な自立観では、道
具的自立の中でも身体的自立と経済的自立の二つ
が強調されるとともに、目的的自立については意
識されていない一そして、自立とは自助的なもの
であって依存的なものは自立とは考えていないこ
とがわかるrまた、伝統的自立観に対応する新し
い自立観について星加は「障害者福祉における新
しい自立観では、自立とは人間本来の生き方であっ
て、主体的な判断を重視する自律的な生活様式の
ことであるととらえている，重度の障害のため、
日常生活にかなりの介助を必要とする場合であっ
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ても、自らの主体的な判断によって生活を設計し、
管理していくことができれば、それを「自立」と
呼ぼうという考え方である。」（星加2001）と述べ
ている．こうした新しい自立観に影響を与えたの
は自立生活運動（IL運動）とそれを支えるIL
思想である。この新しい自立観について古川の整
理を用いると、目的的自立である人格的自立にこ
そ最も重要な価値があり、伝統的自立観で考えら
れていた身体的自立や経済的自立は他に依存して
代替・補完（＝依存的自立）することができるこ
とがわかる．
②ノーマライゼーション
　知的障害者の問題を考えるうえで重要なもう一
つの自立概念としてノーマライゼーションがある。
IL思想、あるいは人格的自立に見られるように
主体的な判断が重要視される中にあって、知的障
害で自己決定力が制限されている場合にどう考え
るかという課題があり、定藤は「IL思想は自己
決定が自立のベースとなる以上、自らの意思表示
が容易でなく、自己決定力の著しく制限された重
度障害者の切実な福祉課題の対応には限界がある」
（定藤2003：19）とその限界について述べ、こうした
重度障害者も含む障害者の人権理念としてノーマ
ライゼーション思想を挙げた。
　ここでの自立は「入所施設を出る」「施設を出て
地域で暮らす」ということ、すなわち地域で暮ら
すということそのものである。依存する状態その
ものは例え変わらないとしても、ノーマライゼー
ション思想に基づく自立においては入所施設では
なく地域での生活が志向される．
（2）就労問題の福祉的アプローチ：「経済的自
　　立」と「地域生活」の2つの自立支援へ
　　の着目
　さて、上述の自立概念を踏まえ、就労を杜会福
祉の問題として考えるためのアプローチとして、
筆者は「経済的自立」と「地域生活」の2つの自立
支援に着目した。
　まずは「経済的自立．であるが、就労すること
によってその効果を狙い、達成を可能とする自立
の一つが「経済的自立」であるということに疑念
はないであろう，就労することで賃金を得て一定
の収入が得られ、そのことで「経済的自立」の度
合いが高まることとなる。これは障害者のみなら
ず、若者や生活保護受給者などの自立支援におい
ても就労支援として支援対象者の経済的な自立を
促すための支援が行われている。この論文で焦点
とするもう一つの自立は「地域生活」である，障
害者に限らず人間は特定の生活様式を強制される
べきではない。入所施設に代表されるような隔離
された場所で一生を過ごすという選択肢しかない
のではなく、できるだけノーマルな生活が確保さ
れるべきである．しかしながら「家族の状況や支
援不足から希望していない生活環境にある」（障が
い者制度改革推進会議総合福祉部会t45）ような
障害者は決して少なくない。障害者の就労を社会
福祉の問題として考えるときに、就労を通じた経
済的自立によって「地域生活」自立を可能とする
のか、その支援上の課題はイ可かという視点が重要
となってくる。
（3）通勤寮の自立支援モデル
　さて、就労支援の強化や障害者の地域での自立
生活は、障害者福祉施策においてここ数年特に顕
著に力点が置かれているわけだが、一般就労する
知的障害者を対象とした福祉サービスが非常に少
ない中にあって、知的障害者通勤寮は彼らを対象
とした社会福祉施設として制度創設以来既に40年
もの支援の経験を積み重ねている。これまで通勤
寮制度が持ってきた自立支援機能を評価すること
によって、今後のわが国の一般就労する知的障害
者に対する支援のあり方について有用な示唆を与
えるものであると考える。
　この通勤寮で行われている知的障害者に対する
自立支援の機能は、先に述べた2つの自立支援、す
なわち一般就労を通じて得られる賃金や所得保障
による「経済的自立」の支援機能と、通勤寮を出
て地域で暮らすという「地域生活」の支援機能と
いう2つの軸で表現できる，図示すると、x軸に「地
域生活」、v軸に「経済的自立」をとったとき、経
済的自立が十分でない状況でなおかつ通勤寮に入
所しているという状態（A）から、一般就労によ
る経済的自立が達成できていてなおかつ地域生活
をしている状態（1　B）に移行させるという支援であ
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る（図1－D．これを通勤寮の自立支援モデルとし、
この研究における概念枠組みとして論を展開して
ゆくこととする．
図1－1　通勤寮の自立支援モデルの概念枠組み
3．研究の方法及び論文の構成
　本研究は、文献・資料調査及び各種調査により
行われる。
　第1章では、研究の背景と目的を示すとともに、
この論文における論旨展開のうえで軸となる概念
枠組みである「経済的自立」と「地域生活」の2つ
の自立支援からなる通勤寮の自立支援モデルを示
した。また、研究の方法および論文構成を示すと
ともに、用語の定義を行った，
　第2章は、文献・資料調査によって行われる。雇
用政策の沿革、一般就労に関する制度の概要、知
的障害者の一般就労に関する先行研究の概要につ
いてそれぞれ述べて、知的障害者の一般就労に関
する総体的理解を図った．
　第3章は文献・資料調査によって行われる。通勤
寮の制度とその沿革、現況について概観するとと
もに、通勤寮からグループホームへの移行の意味
について述べ、第4章から第6章までの実証的検討
で明らかにされるべき課題を示した，
　第4章から第6章は通勤寮の自立支援モデルの実
証的な検討である，自立支援モデルと各章の位置
付けについては以下の章立ての説明を図1－2「通勤
寮の自立支援モデルと各章の関係」に示したので
参照されたい，
　まず、第4章では、通勤寮利用者の経済的自立
の状況を収入構造調査のデータ分析により明らか
にした，分析においては、筆者が2006年度に実施
した通勤寮における利用者の収入構造調査で収集
した、首都圏にある2地域6施設に在籍する一般就
労する知的障害者136人の収入データを用いた，こ
の章は、掲載済みの投稿論文（「知的障害者通勤寮
利用者の収入構造に着目した地域生活移行の課題」
『社会福祉学』50（1）29－39）を加筆修正したもの
である。
　続く第5章では、全国の通勤寮では地域への移
行がどの程度行われているのか、移行には何が影
響を及ぼすのか、経済的自立と地域生活への移行
という2つの自立支援における課題は何か、の3点
を調査の分析により明らかにした．分析において
は、2011年度東洋大学井上円了記念研究助成金〔研
究名：「一般就労する知的障害者の就労と地域生
活との調整の仕組みに関する研究」を受けて実施
した「知的障害者通勤寮利用者の地域移行に関す
る調査」のデータを使用した。これは、平成19年
度にwamnetに登録があった全国112ヶ所の通勤寮
から2011年東日本大震災の被災3県6ヶ所を除いた
106ヶ所を対象とした悉皆調査（回答率51．9％）で
ある。
　第6章では、通勤寮から移行した先のグループ
ホームにおいて経済的自立の状況がどのように
なっているのかを、2006年度に実施したグループ
ホームにおける利用者の収入及び支出構造に関す
る調査のデータ分析により実証的に検証した。こ
の調査は、比較的地域移行がよく行われているB
地域にある通勤寮をもつ社会福祉法人Cが運営す
るグループホームのうちD区にあるグループホー
ム25ヶ所に在籍する知的障害者112人の個人の収
入と支出のデータを費目別に収集したものである。
この章は、国立社会保障・人口問題研究所が受託
した厚生労働科学研究費補助金障害保健福祉総合
研究事業「障害者の自立支援と「合理的配慮」に
関する研究一諸外国の実態と制度に学ぶ障害者自
立支援法の可能性一」平成22年度総括研究報告書
に掲載した報告書を加筆修正した。
　これまで展開した議論を受けて、第7章では総括
的考察として通勤寮の自立支援機能の評価を行う
ことを通して今後の政策課題に言及した一
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図1－2　通勤寮の自立支援モデルと各章の関係
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【用語の定義】
　障害者の就労に関する用語は必ずしも統一され
ていないが、本研究では、障害者が働く時、その
形態のいずれを問わず「就労」と用いることとする．
この「就労」は、「自営」、「一般就労」、「福祉的就労」
を含む概念とする．「一般就労」では企業や地方公
共団体等に雇用されるものを指し、基本的には労
働法規が適用される。また、「福祉的就労」は授産
施設や小規模作業所等での就労であって、労働法
規は適用されない。そして、本研究では「一般就
労」、つまり企業や地方公共団体等に雇用されるも
のに限定して議論を行うものである．用語の定義
と本研究で議論する就労の範囲は図1－3に示したr
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図1－3　就労の定義と議論の範囲
4．各章の内容
第一部　研究の背景と目的
く第1章〉
　本要旨「L研究目的」、「2概念枠組み」、「3．研究
の方法及び論文の構成」参照。
〈第2章〉
　本論文で対象に選定した一般就労する知的障害
者に関して、知的障害者の雇用政策の沿革（1節）、
知的障害者の一般就労に関する制度の概要（2節）、
先行研究にみる知的障害者の一般就労の現状（3節）
についてまとめた。
　知的障害者の一般就労に関する先行研究は、主
に社会学・障害学、職業リハビリテーション学、
社会福祉学の学問分野で行われるが、これまで一
般就労する知的障害者の「経済的自立」や「地域
生活」（ないし「地域生活移行」）の状況について
は十分に明らかにされていない。
　知的障害者の一般就労に関する主な調査及び資
料（障害者雇用実態調査、障害者就業実態調査、
障害者の職業紹介状況、障害者雇用状況）からそ
の現状の一端がうかがえる。これらの資料・調査
を中心に、知的障害者の一般就労の総体的理解を
深めるためその現状をみてゆくと、一般就労する
知的障害者が極めて厳しい状況で働いていること
が明らかにされた．
〈第3章〉
　この章では通勤寮制度についての理解を行った．
通勤寮制度は一般就労する知的障害者を対象とし
た社会福祉施設であり、知的障害者の一般就労を
援助しつつ居住の場を提供するが、…般の入所施
設と違い、一定の期間内に退所させる通過型の入
所施設である。この章では、通勤寮制度の沿革（1節）、
施設数・定員・現員等の現況（2節）について述べ
るとともに、通勤寮からの地域移行、特にグルー
プホームへの移行についてその意味するところを
示した（3節）。
　通勤寮は障害者自立支援法において宿泊型自立
訓練をはじめとする新しい事業体系に2011年度末
までに移行することが求められている。大村（2011）
の調査では、2011年7月での障害者自立支援法に
よる施設体系移行の状況は、「移行済」20ヶ所
（40．0％）、「移行未実施」30ヶ所（60．0％）と移行
未実施のほうが多い。移行予定のある施設につい
てはすべて2012年4月には施設体系移行が行われ
ることが見込まれた．移行先は、「宿泊型自立訓
練」が23ヶ所と最も多く、次いで「グループホー
ム（GH）、ケアホーム（CH）、またはGHCH一体型」
13ヶ所、「宿泊型＋グループホーム（GH）、ケアホー
ム（CH）、またはGHCH一体型」が4ヶ所である。
　　通勤寮は、その実態からみると、入所者の日
中活動は地域での一般就労を前提としているため、
日中の施設ケアがないという意味では、入所更生
施設や入所授産施設といった一般的な意味での入
所施設とは若干異なるものの、通勤寮からグルー
プホームへの移行とは、通勤寮という社会福祉施
設としてその生活の質が公的に保障された集合的
ケア付きの暮らしから、世話人によるケア以外の
費用、すなわち家賃・光熱水費も含めた生活にか
かる費用をすべて負担することが求められる暮ら
しへの移行を意味するということができる。
第二部　通勤寮の自立支援モデルに基づいた
　　　　実証的検討
く第4章〉
　ここでは、大村（2006）の調査により、通勤寮
利用者の収入構造から経済的自立の状況について
分析を行った。先行研究では一般就労する知的障
害者の個々の経済的基盤が明らかにされていない
（1節ノことから、2地域6施設における通勤寮の利
用者のうち一・般就労する者136人を対象とした調査
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を実施した，2節では調査の概要を説明したあと、
3節で勤労収入と所得保障とによる経済的基盤の分
析を行った。その結果、まず、構成要素である勤
労収入と所得保障それぞれに影響を与える要因を
みると、勤労収入には最低賃金除外が影響し、B
地域ではさらに就労時間の長さが影響した。所得
保障では年齢と障害程度の影響を受けていた，次
に、最低生活水準、生活所要額、障害年金受給の
有無を基準として収入の類型化を行ったところ、
両地域ともそれぞれ4つの収入タイプがみられた
（図4－1）っ
　考察（4節）では、通勤寮における地域生活移行
について、経済的基盤の面から収入タイプを用い
てモデルとして示した。タイプ3・タイプ4では勤
労収入と所得保障とで最低生活水準を満たしてお
り、経済的基盤の面からは地域へ移行することが
可能であった。タイプ4はA地域、B地域とも約6割
を占め、通勤寮の典型タイプといえる。タイプ3は
A地域よりもB地域で多く見られ、未成年が多数を
占めるB地域では将来障害年金を受給できればタ
イプ4に移行が見込まれる。しかし障害年金を受け
られない場合は加齢によって勤労収入が下がると
見込まれ、その場合はタイプ1への移行が考えられ
るため、その場合はタイプ4よりも厳しい状況に
あって地域生活を維持できない可能性がある．
　一方、タイプ1・タイプ2は勤労収入と所得保障
とで最低生活水準を満たしていない．これらのタ
イプが地域生活を可能とするためには2つのシナリ
オが考えられる。1つ目は、勤労収入を上げる、も
しくは障害年金を受給することによりタイプ3また
はタイプ4に移行をする場合である。しかし、A地
域に見られるような年齢が高く障害程度が低い障
害者の場合は障害年金受給は現実的ではなく、タ
イプ3・4への移行が難しいため結果として通勤寮
にとどまることとなる．また、勤労収入が低く抑
えられており年金と合算しても最低生活水準に満
たない場合も同様である，2つ目のシナリオは、工
住宅の開発と斡旋を行うとともに住宅手当を付与
するような所得保障機能を強化するアプローチ，
Z低額の住宅の提供といったサービスの現物支給
を行うアプローチ、のいずれかの政策の実施であ
る一これによってタイプ1・2はタイプ3・4を経ず
とも直接地域へ移行できる可能性がある。
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図4－1　収入タイプ
〈第5章〉
　ここでは、大村（2011）の調査から、通勤寮か
ら地域生活への移行に関する検討を行った。通勤
寮は入所型の通過施設であるが、通勤寮を経て就
労しながら地域生活を送る知的障害者を輩出する
一方で、必ずしも移行できずに通勤寮に滞留する
問題が指摘されている。そこで、平成19年10月時
点でwamnetに登録のあった通勤寮112施設のうち
被災3県6施設を除く106施設に対して悉皆で地域移
行調査を行い、通勤寮から地域生活への移行に関
して通勤寮が感じている課題を分析するとともに、
施設ごとの地域生活移行の状況の差にはどのよう
な要因が影響するのかを検討した。回答率は519％
であった，1節では調査の背景と目的を、続く2節
では調査の概要について述べた。3節では分析結果
を記した．まず、一般就労していても様々な面に
わたる支援の必要性があり、地域生活移行した後
もこれらを何らかの形で継続していくことが必要
となることが明らかにされた，このうち、経済的
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自立の問題としては、勤労収入を継続して確保す
ることが地域生活移行には重要だが、高齢による
離職や低収入などにより経済的自立が厳しくなる
とそれに伴って地域生活移行も難しくなり、また
未成年の知的障害者や軽度知的障害者で無年金の
場合には経済的自立が難しいことがわかった。ま
た、地域生活の問題としては、通勤寮を出た後の
住まいの場である住宅資源と、地域生活を支える
ための様々な福祉サービスや相談支援の二つが重
要である。住宅資源については同一法人が建設・
運営することが常態化しており、そのため通勤寮
を運営する法人の財政的・人的負担が大きいとい
う点と、住民の無理解が住宅資源の整備を難しく
していることが示された．さらに、特に生活面に
課題のある者、触法障害者等、児童養護施設出身
者を含む身寄りのない者などの知的障害者の場合
には、地域生活に移行させることが特に困難であ
ることが示された。
　次に、地域移行がどの程度行われているのかを
図る尺度として回転率を設定・算出し、それに関
連のある要因を検討した。回転率は施設差が大き
いことがわかる。回転率が低い施設は、多くが平
均在所期間が高く、在所者の平均年齢も高く、在
所者の障害程度が重く、新規入寮者・退寮者の平
均年齢も高いが、回転率が低い施設の中には、年
齢が低く障害程度も軽いごく一部の利用者が比較
的短期間で退寮するものの、施設から退所できな
い人が滞留しているような施設があることがわ
かった。付帯資源の有無では、「就労資源」「住宅
資源」「相談資源」のいずれについても回転率の高
低と有意な関連は見られなかったが、付帯資源を
全く持たない施設では回転率が最も高いところで
20％程度と低く、また付帯資源を持っていても回
転率が低い施設が多くあることから、付帯資源を
揃えていることは回転率を上げる必要条件となる
ことが推測された．
〈第6章〉
　第4章、第5章の調査を受け、この章では実際に
地域で生活している者の経済的自立の状況に関す
る検討を行った一第5章調査では通勤寮からの退寮
先はグループホームが第1位で56．3％（就労継続し
て退寮した場合を母数にした場合は65．2％）であっ
たことから、通勤寮からの地域生活移行としてま
ずはグループホームを想定することが妥当である
と考えたrグループホーム調査（大村2006）は、
回転率が比較的高い通勤寮をもつ社会福祉法人C
が運営するグループホームのうちD区にある25か
所に在籍する知的障害者112人の個人の収入と支出
のデータを費目別に収集したものである。データ
は障害者自立支援法施行前の2006年のものである・：
収集したデータは、基礎属性として①性別②年齢
⑥療育手帳の等級④他障害の重複状況⑤生活保護
受給の有無、就労形態として⑥一般就労・福祉的
就労・失業中の別、収入として⑦勤労収入（勤労
収入・賃金）、：L7：所得保障（障害年金、手当）、⑨
その他の収入、支出として⑩家賃、⑪食費、⑫光
熱費、⑬日用品、⑭その他の支出、の14項目である．
これら項目について統計的分析を行った。
　分析の結果、一般就労と福祉的就労とでは「勤
労収入」の額に差があったが、いずれも「年金・
手当」と併せて生活所要額に満たない分を「その
他収入」が埋める構造となっていた。「その他収入」
は家賃補助、親が死別した場合の扶養年金、ある
いは仕送りが該当するが、いずれにしても「勤労
収入」と「障害年金」とで経済的自立が難しい場
合にはこうした親からの「仕送り」を中心として
いると思われる「その他収入」に依存している地
域生活であることが推測された。
　また、就労形態別に導いた生活所要額は、福祉
的就労ではほぼ最低生活費と同額の13Z750円、一
般就労ではそれを3万円ほど上回る168，900円で
あった．ここで見られた「生活所要額」と「最低
生活費」との差は、次の二つで説明できると考え
られる，一つは「障害ゆえに必要な経費」で、も
う一つはグループホームでの暮らしでの、最低生
活よりも豊かな「のりしろ」部分である。また、
グループホームという集団での暮らしは費用の面
でスケールメリットがあると思われるので、おそ
らく「障害ゆえに必要な経費」と「のりしろ」部
分を足したものは、実際には3万円よりも大きいも
のだと考えられる，なお、この二つの項目の金額
の内訳については明らかにすることはできず、こ
の調査の限界である。
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　なお、本論の主旨からは外れるが、グループホー
ムは生活所要額の調整は行うものの、生活所要額
を超える分の支出については調整が及ばず、多く
が「収支差額」として貯蓄されていることがわかっ
た。より普通の暮らしへの効果的な動機づけや、
生涯賃金の面からの検討が課題となろう．
〈第7章〉
　第1章で示した概念枠組みである通勤寮の自立支
援モデルに沿って、第4章から第6章で主に統計的
手法により実証的な検討を行ってきたが、本章で
はこれまでの検討を受けて通勤寮における「経済
的自立」と「地域生活」の自立支援機能の構造を
改めて明らかにするとともに、その評価について
総括的な考察を行い、今後の政策課題についても
言及した。
　第1章で示した概念枠組みでは「経済的自立」と
「地域生活」という2つの自立支援を行い、経済的
自立が十分でなく、なおかつ通勤寮に入所してい
る状態（A）から、一般就労による経済的自立が
達成できていてなおかつ地域生活をしている状態
（B）へと移行させる、すなわち「経済的自立」と「地
域生活」の双方を漸次支援するような直線的な支
援を想定していた（図7－1）のだが、上述のように
第4章から第6章までの分析結果からは、通勤寮に
おける自立支援機能は二段階のプロセスを持つ支
援であることがわかる。つまり、「経済的自立」を
まず支援する第一段階（1）が行われ、それが一定
の枠で安定したならば「地域生活」の支援である
第二段階（2）を行うという2段階のプロセスによ
る支援である。図示すると以下の図7－2のようにな
る一
　次に、「経済的自立」支援と「地域生活」支援の
それぞれについて構造、機能とその課題をみてい
く．
（1）「経済的自立」支援
　第4章で示した4つの収入タイプ別に経済的自立
の可能性が大きく異なる，また、グループホーム
で暮らす知的障害者では、一般就労では福祉的就
労よりも「勤労収入」の額で大きく上回るものの、
福祉的就労と同様に一般就労でも「勤労収入」と
「年金・手当」とを併せて生活所要額に満たない場
合はその部分を「その他収入」が埋める構造となっ
ていることが明らかになった（第6章）。さらに、「経
済的自立」の水準、つまりどの程度の経済的自立
ができれば地域で暮らすことができるのかという
金額であるが、グループホーム調査（第6章）で就
労形態別に導いた実際の生活所要額は、福祉的就
労ではほぼ最低生活費と同額の137，750円、一般就
労ではそれを3万円ほど上回る168，900円であった。
このことから、経済的自立の水準としては最低生
活水準より若干高めであることが推測される。
＊「勤労収入」への対応とその課題
　「勤労収入」に関してはア，安定した就労、イ．
知的障害者に特有の加齢に伴うリスク、ウ．著し
く低い勤労収入という3つの事項への対応が重要と
なる。
　ア．安定した就労については、職場定着が難しく、
離職・転職を繰り返すような場合には「経済的自
立」を構成する要素のうち「勤労収入」の部分が
継続的に高止まりできないこととなる。安定した
就労への対応は多くの通勤寮で行ってきたといえ
る。今後の支援の方向性としては、安定した就労
を可能とするために通勤寮が行ってきた支援の機
能を新体系の何らかの事業として引き継ぎ、例え
ば就業・生活支援センターや自治体の単独事業とし
ての就労支援センター、あるいは就労移行支援事
業等により、個別的かつ継続的な就労支援が行わ
れることが望ましい。
　イ．知的障害者に特有の加齢に伴うリスクにつ
いては、これまで比較的よく地域移行ができてい
る通勤寮は若年者を受け入れていることが多いた
めこうしたリスクに対して対応できているが、多
くの通勤寮ではこうした年齢リスクのある利用者
が多く在籍していてそのために地域移行が難しく
なっていると考えられる，今後の支援の方向性と
しては、障害者就業・生活支援センターや自治体
の単独事業が、労働条件が比較的よく、かつ障害
者雇用に積極的な企業を開拓することや、これま
で知的障害者の雇用実績が少ない業種へのアプ
ローチ、障害者雇用の理解の促進、知的障害者に
適した職種の開発・開拓等が考えられる，この際、
働くニーズを持ちながらも競争力が弱く雇用市場
から外れがちな知的障害者について、その働く権
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利の面から検討される必要がある．
　ウ，著しく低い勤労収入への対応については、
そもそも通i勤寮の問題というよりもむしろ、知的
障害者の能力が雇用市場で評価された結果として
勤労収入が低いということであり、通勤寮単独で
努力するには限界があるといわざるを得ない。手
塚（2000：306）が述べるように、知的障害者の勤
労収入について権利の視点から見直す必要があり、
その検討に際しては遠山（2004）が提案する責任
モデルによる3つのアプローチが有効と思われ、
今後検討する必要があるだろう。
＊＊「障害年金」への支援と課題
　通勤寮調査（第4章）で聞き取ったように、B地
域の通勤寮が力を入れているような障害年金の申
請支援が重要である。また、これに加えて、未成
年で入所した場合は障害年金の受給が確定するま
での問、退所猶予の期間を設けるか別途手当を受
ける等、配慮が必要となるだろう。また、申請し
ても障害年金の受給が認められない場合について
は、制度間で異なる障害の認定手続きについて何
らかの整合性を持たせることが求められる．
（2）「地域生活」支援
　「地域生活」では、「物品購入・金銭管理」「人間
関係の調整」「職業生活」をはじめ「健康管理」「生
活面（身辺処理等）J「余暇活動」など多岐に渡り
支援ニーズがあり、このニーズは個人によって異
なることが明らかにされた（第5章）。地域生活を
可能とするためには移行先としての住宅の確保、
生活を支える支援体制の整備が求められ、現状で
通勤寮をもつ法人がこうした住宅資源をはじめと
した支援体制を作りつづけなければならないこと
が示された。また、児童養護施設出身者を含む身
寄りのない者や触法障害者・盗癖のある者、生活
面に課題がある者が、特に地域生活が難しい人た
ちとして存在しており、「経済的自立」「地域生活」
双方の条件が整ったとしても通勤寮に留まりやす
いことがわかった，
＊「地域生活」への支援と課題
・移行先としての住宅（グループホームなど）
通勤寮から出て「地域生活」を可能とするために
は、まず、移行先としての住宅が確保される必要
があるが、ほとんどの場合は地域に住宅資源があ
　るわけではない。ゆえに、通勤寮をもつ法人は移
　行先としてのグループホームを設置・運営し続け
　るという選択を迫られることとなる。地域移行調
　査（第5章）の自由記述からは、グループホーム
　等の受け1皿が少なく、地域移行に熱心に取り組む
　法人ではこうした住宅資源を作り続けることの
　財政的・人的負担が大きいことが示された。また、
　グループホームの整備にあたり、住民が反対を
するなど知的障害者の地域生活に理解が乏しく、
住宅の確保がしづらい現状も示された。これらか
　ら、通勤寮を出る人たちの地域生活は、法人が用
意できる範囲に限定されることが推測される。移
行先としての住宅を確実に準備できるよう、通勤
寮あるいは宿泊型自立訓練事業が行われる地域
でグループホーム事業が確実に実施できるよう
な配慮や、グループホーム事業への新規参入の促
進、公営住宅や民間住宅をグループホームとして
活用できるような仕組み等が検討される必要が
ある。なお、総合福祉部会の骨格提言においても
　グループホーム等の暮らしの場の設置の促進が
提案されている。
＊生活を支える支援体制
　ソフト面で地域生活を支える資源としての様々
な福祉士サービスや相談支援である。これまでは
通勤寮自身が知的障害者生活支援事業や障害者就
業・生活支援事業を受託することにより生活支援
を行ってきたが、そうした事業を受託できない施
設では地域生活に移行できていないことが地域移
行調査（第5章）から明らかにされている三通勤寮
自身がそうした付帯事業を実施していない場合に
は、圏域ごとに整備される障害者就業・生活支援
センターや、自治体ごとに実施される相談支援事
業との連携によりきめ細かな支援が行われること
が必要となってくるe／
　これまでの検討の結果、最終的に通勤寮の自立
支援モデルは図7－3で表される。
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図7・1　通勤寮における二段階プロセス
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図7・2　グループホームにおける生活所要額と通勤寮と
　　　の関係
護による経済的な支えを受けて地域で生活すると
いうことであり、第二段階の地域生活がまず行わ
れていることとなる，通勤寮関係者からは、生活
保護をとってまで地域に出ることは親が望んでい
ないということを聞き取っている。しかしながら、
特に通勤寮に滞留しているような第一段階をクリ
アできない人たちであって経済的に頼るべき家族
がいない場合には、通過施設に滞留させておくの
ではなく、地域生活への移行をまずさせるという
方向で考えることが可能だろう。
　この場合、自立生活運動で活用されている生活
保護制度だけでなく、住宅費相当分の支給といっ
た社会手当や住宅の現物支給といった選択肢も含
めて考えることができる。
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図7－3通勤寮の自立支援モデルの構造
○もう一つの支援プロセスの可能性
　通勤寮では上記のような2段階の支援、すなわち
「経済的自立」支援のあとに「地域生活」の支援を
行ってきたが、2つの自立支援の順序を入れ替える
という可能性を考えることができる，
　身体障害者では生活保護を受けての自立生活（定
藤2006：136）も行われてきた．つまり、生活保
図7－4　もう一つの支援プロセス
〈おわりに〉
　通勤寮制度が担ってきた2つの自立支援機能はあ
る範囲では一定の成果をあげてきたともいえるが、
今般、この論文においてその自立支援の構造が明
らかにされることにより、その課題が浮き彫りに
されたといえる，この知見が今後、一一般就労する
知的障害者への支援を考えるうえで示唆を与える
ものと考える。
　この論文の限界と今後の検討課題について五点
触れておく。一点目は、一般就労をめぐる制度や
所得保障制度、障害者自立支援法による制度など
の優劣の議論は行っていないが、この論文で行わ
れたような実証の積み重ねにより別途行われる必
要がある。二点目は、知的障害者の著しく低い勤
労収入や、働くニーズをもちながら労働市場から
外れがちな知的障害者について、働く権利の面か
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らの検討が課題であるとしたが、この論文では具
体的に取り上げなかった。三点目としては、通
勤寮の地域移行に関する構造は明らかにされた
が、ではどうしたら地域移行が実際に進むのかを
検討することが重要である。特に、高い回転率の
パフt一マンスを示す通勤寮の支援についてヒア
リング調査を含めた実態調査が行われる必要があ
る，また、通勤寮だけではなく一般の入所施設の
地域移行との類似点と相違も示される必要があろ
う。四点目に、この論文は自立の問題を扱ってい
るが、経済的自立と地域生活の2つの自立に絞って
いる。そのため、社会的弱者をめぐる今日的な大
きな課題である自己決定の問題には立ち入ってい
ない。古川のいう目的的自立（人格的自立）が経
済的自立という道具的自立や地域生活の面でどの
ように作用していて、どのようにあるべきなのか
は別途論じられるべき重要な課題であると考える。
最後になるが、この論文は通勤寮制度の利用者の
地域生活の可能性を取り上げたが、これをさらに
普遍化することが課題である。通勤寮に留まらず、
一般就労する知的障害者の地域生活がどう支えら
れているのかの検討も必要となる。これらにより
さらに普遍的な議論に発展できると考える，
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